
全国消費実態調査の必要性 

 

 

全国消費実態調査の結果は，生活保護基準の見直しや年金給付水準の検討の

基礎資料，公務員給与の検討，高齢者対策といった国の政策の基礎資料として

利用されるだけでなく，地方公共団体の福祉行政，消費者行政など地域社会に

密着した行政施策の基礎資料として利用されている。さらには，社会･経済構

造に関する学術研究，民間における市場分析などにも広く利用されている。 

特に，生活保護水準については，平成 24 年度の社会保障審議会生活保護基

準部会における生活扶助基準の引下げに関する議論に，当該調査の結果が用い

られた。また，平成 18 年度の老齢加算廃止時にも全国消費実態調査の調査票

情報が用いられた。 

さらに，現政権の経済政策による消費の拡大の効果は大きく注目されるとこ

ろであり，平成 26 年時点で消費がどれだけ増加したかは，その後の政策決定

にも影響を与えることが予想される。 
  以上のことから，全国消費実態調査の結果は，国民の権利や生活に重大な

影響を与える指標のひとつであり，その重要性に鑑み，今後も適切に提供し

ていく必要がある。 

 

 

 

 

別添４ 



① 年金 
◆女性のライフスタイル等の変化に対応した年金の在り方に関する報告会 
 ・勤労者世帯と高齢者夫婦世帯の消費支出の比較結果や，夫婦共働き世帯 

の夫の賃金と片働き世帯の夫の賃金の比較結果が利用されている。 
◆社会保障審議会年金部会 
 ・高齢者夫婦世帯の消費の平均値が利用されている。 

② 福祉 
◆生活保護基準の評価・検証（厚生労働省） 

    ・生活扶助基準と一般低所得世帯の消費実態を比較検証するための基礎資 
料として利用されている。 

③ その他 
◆国民経済計算の推計（内閣府） 
 ・家計最終消費支出の推計及び所得支出勘定のうち，家計における土地賃 

貸料の推計に利用されている。 
◆｢長寿社会における成長戦略｣の参考資料（経済産業省） 
 ・高齢者世帯の資産額及び資産保有割合の推計に利用されている。 
◆｢社会保障改革に関する集中検討会議｣の資料（内閣官房） 
 ・｢社会保障・税一体改革の論点に関する研究報告書｣において，ジニ係数 

等が利用されている。 
◆給与勧告の基礎資料（人事院） 
 ・国家公務員の給与に関する検討のための基礎資料として利用されている。 

全国消費実態調査結果の利用状況 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政上の施策への利用等 

① 福岡県 

◆県内地域別消費動向指標開発を行うための基礎資料として利用 

② 大分県 

◆消費実態から若年者・高齢者及び単身者の生活実態の分析 

③ 仙台市 

◆仙台市統計書（二人以上の世帯１世帯当たり１か月間の収入と支出等の結

果）へ利用 

地方公共団体における利用 
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◆家庭でのエネルギー消費量と要因についての分析 

 ◆低所得者支援施策の基礎研究 

 ◆労働時間と消費行動の関連分析 

 ◆男女別に見た世代間の経済活動に関する分析 

  

◆高齢化社会における家計金融資産の分析 

 ◆商品開発の基礎資料 

 ◆購入地域からみた県内家計の消費行動分析 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 経済財政白書 

◆収入種類別・世帯員別ジニ係数 

② 労働経済白書 

◆無貯蓄・少額貯蓄世帯比率の推移 

③ 男女共同参画白書 

◆高齢無職単身世帯の１か月平均家計収支の構成 

④ 消費者白書 

◆可処分所得・消費支出の推移 

⑤ 食料・農業・農村白書 

◆購入先別消費支出 

◆単身世帯における食料支出の推移 

◆世帯主の年齢階層別食料支出割合の推移 

⑥ 国土交通白書 

◆可処分所得に対する住宅ローン返済額・家賃の推移 

◆世帯形態別自動車保有率・30歳未満の単身勤労世帯の自動車普及率 

◆年齢階級別に見た買い物先 

⑦ 土地白書 

◆世帯主の年齢別宅地資産保有額 

 

学術研究等への利用 

白書等における分析での利用 

民間企業における活用 

2 
 


























	バインダー1
	siryou_2p
	siryou_2q

	siryou_2r

